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円滑化法の認定
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ります。）、租税特別措置法施行令第40条の8の2第12項第1号に掲げる法人（特例非上場株式等に係る会社が資産保有型会社
等に該当する場合に限ります。）又は同項第2号に規定する医療法人の株式等の有無について記入します。

係る会社の特別関係会社に該当するものに限ります。）、租税特別措置法施行令第40条の8の2第12項第1号に掲げる法人（特
例非上場株式等に係る会社が資産保有型会社等に該当する場合に限る。）又は同項第2号に規定する医療法人の株式等を有
する場合の納税猶予分の相続税額の計算の基となる特例非上場株式等の価額は、会社等がそれらの株式等を有していなかっ
たものとして計算した価額となります。

ものとして中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律第12条第1項の経済産業大臣又は都道府県知事の認定を受け
た年月日及び認定番号をそれぞれ記入します。


